
は
じ
め
に

 

　
法
人
化
後
第
３
期
目
と
な
る
平
成
１８
事
業

年
度
財
務
諸
表
に
つ
い
て
、徳
島
大
学
で
は
、

監
事
の
監
査
及
び
会
計
監
査
人
の
監
査
を
受

け
た
う
え
で
、平
成
１９
年
９
月
１１
日
に
、文
部

科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
ま
し
た
の
で
、徳
島

大
学
の
決
算
の
状
況
に
つ
い
て
ご
報
告
申
し

上
げ
ま
す
。 

　
ま
た
、表
示
単
位
は
表
で
は
百
万
円
単
位
で

す
が
、こ
こ
で
の
説
明
は
四
捨
五
入
し
て
億
円

単
位
と
し
て
い
ま
す
。 

 

国
立
大
学
法
人 

　
会
計
基
準
の
特
徴

 

　
国
立
大
学
法
人
の
財
務
諸
表
は
、国
立
大

学
法
人
会
計
基
準
及
び
国
立
大
学
法
人
会
計

基
準
注
解
、並
び
に
国
立
大
学
法
人
会
計
基

準
に
関
す
る
実
務
指
針
に
従
っ
て
作
成
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。 

　
国
立
大
学
法
人
会
計
基
準
は
、企
業
会
計

原
則
を
基
礎
と
し
つ
つ
、独
立
行
政
法
人
会
計

基
準
を
踏
ま
え
て
、国
立
大
学
法
人
の
主
た
る

業
務
内
容
が
教
育
・
研
究
で
あ
る
こ
と
、学
生

納
付
金
や
附
属
病
院
収
入
等
の
固
有
多
額
の

収
入
を
有
す
る
こ
と
、国
立
大
学
法
人
間
に
お

け
る 

一 

定
の
統 

一 

的
取
り
扱
い
が
必
要
と
さ

れ
る
こ
と
な
ど
の
特
性
に
配
慮
し
て
、必
要
な

修
正
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。 

　
財
務
諸
表
を
理
解
す
る
に
当
た
っ
て
、国
立

大
学
法
人
特
有
の
会
計
の
取
扱
い
を
知
っ
て

お
く
こ
と
が
大
切
で
す
。
企
業
会
計
と
比
較

し
て
の
国
立
大
学
法
人
の
特
徴
的
な
会
計
の

取
扱
い
は
次
に
述
べ
る
と
お
り
で
す
。 

①
運
営
費
交
付
金 

　
国
か
ら
運
営
費
交
付
金
を
受
領
し
た
と
き

は
、運
営
費
交
付
金
債
務
と
し
て
負
債
計
上
し
、

行
う
べ
き
業
務
を
実
施
す
る
と
、そ
の
相
当
額

を
収
益
化
の
基
準
に
従
っ
て
収
益
化
す
る
仕

組
み
と
さ
れ
て
い
ま
す
。国
立
大
学
法
人
で
は
、

原
則
と
し
て
時
の
経
過
に
伴
い
業
務
が
実
施

さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
期
間
進
行
基
準
に
よ

っ
て
い
ま
す
が
、 

一 

部
の
費
用
に
つ
い
て
は
、業

務
の
実
施
に
伴
っ
て
処
理
す
る
成
果
進
行
基

準
、費
用
の
発
生
額
に
よ
っ
て
処
理
す
る
費
用

進
行
基
準
が
用
い
ら
れ
て
い
ま
す
。 

　
運
営
費
交
付
金
で
固
定
資
産
を
取
得
し
た

場
合
、研
究
機
器
等
の
償
却
資
産
は
資
産
見

返
勘
定
で
あ
る
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
等

に
、土
地
、美
術
品
な
ど
の
非
償
却
資
産
の
場

合
は
資
本
剰
余
金
に
振
り
替
え
ま
す
。
資
産

見
返
運
営
費
交
付
金
等
は
、減
価
償
却
処
理

を
行
う
都
度
減
価
償
却
費
と
同
額
を
取
り
崩

し
て
収
益
化
し
、損
益
を
均
衡
さ
せ
る
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。 

②
授
業
料 

　
当
該
年
度
に
係
る
授
業
料
を
学
生
か
ら
受

領
し
た
と
き
は
、授
業
料
債
務
と
し
て
負
債
計

上
し
、運
営
費
交
付
金
債
務
と
同
様
の
会
計

処
理
を
行
い
ま
す
。 

③
施
設
費 

　
国
か
ら
施
設
費
を
受
領
し
た
と
き
は
、預
り

施
設
費
と
し
て
負
債
計
上
し
、建
物
等
の
対

象
資
産
の
取
得
時
に
資
本
剰
余
金
に
振
り
替

え
ま
す
。当
該
資
産
が
教
育
研
究
に
用
い
ら
れ

る
場
合
、収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
た
め
、

後
述
の
「
減
価
償
却
処
理
の
特
例
」
に
よ
り
、

資
本
剰
余
金
を
直
接
減
額
す
る
会
計
処
理
を

行
い
ま
す
。 

④
寄
附
金 

　
使
途
が
特
定
さ
れ
た
寄
附
金
を
受
領
し
た

と
き
は
、寄
附
金
債
務
と
し
て
負
債
計
上
し
、

使
途
に
即
し
て
費
用
が
発
生
す
る
都
度
、そ
の

同
額
を
収
益
化
し
損
益
を
均
衡
さ
せ
ま
す
。

固
定
資
産
を
取
得
す
る
場
合
は
、運
営
費
交

付
金
債
務
と
同
様
の
処
理
を
行
い
ま
す
。 

⑤
減
価
償
却
処
理
の
特
例 

　
教
育
研
究
に
用
い
る
た
め
、減
価
に
対
応
す

べ
き
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
償
却
資

産
と
し
て
特
定
さ
れ
た
も
の
は
、減
価
償
却
費

に
つ
い
て
通
常
の
損
益
処
理
で
は
な
く
、減
価

償
却
相
当
額
を
資
本
剰
余
金
か
ら
損
益
外
減

価
償
却
累
計
額
と
し
て
減
額
す
る
会
計
処
理

を
行
い
ま
す
。 

　
国
立
大
学
法
人
の
損
益
計
算
書
は
、基
本

的
に
運
営
状
況
を
反
映
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
い
ま
す
が
、こ
の
よ
う
な
資
産
の
減
価
償

却
相
当
額
は
、各
期
間
に
対
応
す
る
収
益
の

獲
得
が
予
定
さ
れ
ず
、資
産
の
更
新
の
財
源
は

国
が
施
設
費
を
措
置
す
る
仕
組
み
と
さ
れ
て

い
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。 

⑥
退
職
給
付
引
当
金 

　
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
、退
職
一
時
金
の
支

払
い
に
充
て
る
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
こ
と

が
明
ら
か
で
あ
れ
ば
、引
当
金
の
計
上
は
不
要

と
さ
れ
て
い
ま
す
。 

⑦
利
益
処
分 

　
損
益
計
算
上
の
利
益
が
生
じ
た
場
合
は
、

ま
ず
前
年
度
か
ら
の
欠
損
を
補
填
し
、残
額
が

あ
れ
ば
原
則
、積
立
金
と
し
て
赤
字
の
補
填
に

の
み
使
用
可
能
と
さ
れ
ま
す
。
文
部
科
学
大

臣
の
承
認
を
受
け
れ
ば
、中
期
計
画
の
範
囲
内

に
お
い
て
、国
立
大
学
法
人
の
裁
量
に
よ
り
例

え
ば
、教
育
研
究
の
質
の
向
上
な
ど
に
使
用
で

き
る
目
的
積
立
金
と
し
て
処
理
し
ま
す
。 

⑧
図
書 

　
通
常
の
償
却
資
産
に
つ
い
て
、独
立
行
政
法

人
同
様
５０
万
円
以
上
の
も
の
が
資
産
計
上
の

対
象
で
す
が
、教
育
研
究
の
た
め
に
使
用
す
る

図
書
は
金
額
の
如
何
に
関
わ
ら
ず
資
産
計
上

し
ま
す
。使
用
中
は
減
価
償
却
処
理
を
行
わ
ず
、

除
却
時
に
全
額
を
費
用
処
理
し
ま
す
。 

 

平
成
１８
事
業
年
度 

　
決
算
の
概
要 

 

(1)
貸
借
対
照
表（
表
１ 

貸
借
対
照
表
の
要
旨 

参
照
） 

　
貸
借
対
照
表
は
、３
月
３１
日
現
在
の
資
産
、

負
債
及
び
資
本
を
記
載
す
る
こ
と
で
、徳
島
大

学
の
財
政
状
態
を
表
し
ま
す
。 

●
資
産
の
部 

　
徳
島
大
学
の
資
産
の
総
額
は
１
０
１
０
億

円
で
あ
り
、前
年
度
に
対
し
て
１
８
億
円（
対

前
年
度
比
‥
約
２
％
）増
加
し
て
い
ま
す
。
前

年
度
末
に
比
べ
、固
定
資
産
が
１
２
億
円
減
少

し
た
一
方
で
、流
動
資
産
が
３
０
億
円
増
加
し

て
い
ま
す
。 

　
固
定
資
産
減
少
の
主
な
要
因
は
、そ
の
他
に

計
上
さ
れ
て
い
る
現
在
建
設
中
の
附
属
病
院

西
病
棟
に
係
る
資
産
が
１
０
億
円
増
加
し
た

の
に
対
し
、償
却
資
産
の
価
値
の
減
少（
減
価

償
却
）な
ど
で
１
１
億
円
減
少
、有
価
証
券
へ

の
分
類
替
え
に
よ
る
投
資
有
価
証
券
の
減
少

で
１
０
億
円
減
少
し
た
た
め
で
す
。 

　
流
動
資
産
増
加
の
主
な
要
因
は
、現
金
及

び
預
金
が
１
９
億
円
増
加
、さ
き
ほ
ど
の
投
資

有
価
証
券
か
ら
の
分
類
替
え
に
よ
る
有
価
証

券
が
１
０
億
円
増
加
し
た
た
め
で
す
。 

●
負
債
の
部 

　
負
債
の
総
額
は
４
６
６
億
円
で
あ
り
、前
年

度
に
対
し
て
１
億
円（
対
前
年
度
比
‥
約
０．３
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。
前
年
度
末
に
比
べ
、固
定

負
債
が
４
億
円
減
少
し
た
一
方
で
、流
動
負
債

が
５
億
増
加
し
て
い
ま
す
。 

　
固
定
負
債
減
少
の
主
な
要
因
は
、そ
の
他
に

計
上
さ
れ
て
い
る
リ
ー
ス
債
務
が
１
３
億
円

増
加
し
た
の
に
対
し
、長
期
借
入
金
が
１
７
億

円
減
少
し
た
た
め
で
す
。 

　
流
動
負
債
増
加
の
主
な
要
因
は
、寄
附
金

債
務
が
２
億
円
減
少
、そ
の
他
に
計
上
さ
れ
て

い
る
賞
与
引
当
金
が
３
億
円
減
少
し
た
の
に

対
し
、運
営
費
交
付
金
債
務（
運
営
費
交
付
金

の
未
執
行
相
当
額
）が
３
億
円
増
加
、一
年
以

内
返
済
予
定
借
入
金
が
２
億
円
増
加
、未
払

金
が
６
億
円
増
加
し
た
た
め
で
す
。 

●
資
本
の
部 

　
資
本
の
部
の
総
額
は
５
４
４
億
円
で
あ
り
、

前
年
度
に
対
し
て
１
６
億
円（
対
前
年
度
比

‥
約
３
％
）増
加
し
て
い
ま
す
。 

　
資
本
剰
余
金
は
４
３
億
円
で
あ
り
、前
年
度

に
対
し
て
３
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。 

　
利
益
剰
余
金
は
３
４
億
円
で
あ
り
、内
訳
は

目
的
積
立
金
が
１
４
億
円
、当
期
未
処
分
利

益
が
２
０
億
円
で
す
。
前
年
度
に
対
し
て
１
９

億
円
増
加
し
て
い
ま
す
。 

 

(2)
損
益
計
算
書（
表
２ 

損
益
計
算
書
の
要
旨 

参
照
） 

　
損
益
計
算
書
は
、一
会
計
期
間
に
属
す
る
す

べ
て
の
費
用
と
こ
れ
に
対
応
す
る
す
べ
て
の
収

益
を
記
載
し
て
当
期
純
利
益
を
表
示
す
る
こ

と
で
、徳
島
大
学
の
運
営
状
況
を
表
し
ま
す
。

経
営
成
績
を
明
ら
か
に
す
る
企
業
会
計
と
は

異
な
り
、独
立
採
算
制
を
前
提
と
し
て
い
な
い

こ
と
、国
と
密
接
不
可
分
の
関
係
に
あ
り
法
人

独
自
の
判
断
で
意
思
決
定
が
完
結
し
得
な
い

場
合
が
あ
る
等
の
制
度
的
特
徴
か
ら
、国
立
大

学
法
人
等
の
意
思
決
定
で
き
る
範
囲
で
の
運

営
状
況
を
表
し
ま
す
。 

 

●
経
常
費
用 

　
経
常
費
用
の
総
額
は
３
５
８
億
円
で
あ
り
、

前
年
度
に
対
し
て
４
億
円（
対
前
年
度
比
‥

約
１
％
）減
少
し
て
い
ま
す
。構
成
は
、人
件
費

が
全
体
の
約
５１
％
、物
件
費
が
約
４７
％
、財
務

費
用
が
約
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
人
件
費
は
、総
額
で
１
８
４
億
円
で
あ
り
、

前
年
度
に
対
し
て
１
億
円（
対
前
年
度
比
‥

約
１
％
）減
少
し
て
い
ま
す
。
減
少
の
主
な
要

因
は
、常
勤
教
職
員
給
与
の
減
少
の
た
め
で
す
。 

　
物
件
費（
固
定
資
産
購
入
額
除
く
）は
、総

額
で
１
６
８
億
円
で
あ
り
、前
年
度
に
対
し
て

２
億
円（
対
前
年
度
比
‥
約
１
％
）減
少
し
て

い
ま
す
。
減
少
の
主
な
要
因
は
、複
数
年
契
約

導
入
に
よ
る
減
少
、資
産
の
価
値
の
減
少
に
伴

う
費
用
化（
減
価
償
却
費
）の
減
少
の
た
め
で

す
。 

財
務
費
用
は
、総
額

で
６
億
円
で
あ
り
、

前
年
度
に
対
し
て
０．６

億
円（
対
前
年
度
比

‥
約
９
％
）
減
少
し

て
い
ま
す
。　
　 

●
経
常
収
益 

　
経
常
収
益
の
総

額
は
３
７
８
億
円
で

あ
り
、前
年
度
に
対

し
て
９
億
円
（
対
前

年
度
比
‥
約
３
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。

構
成
は
、国
か
ら
の

補
助
が
全
体
の
約
４３

％
、学
生
納
付
金
や

附
属
病
院
収
入
等

の
自
己
収
入
が
約
４９

％
、外
部
資
金
が
約

８
％
で
す
。 

　
国
か
ら
の
補
助
は
、

運
営
費
交
付
金
収
益
、

施
設
費
収
益
、補
助

金
等
収
益
、及
び
減

価
償
却
費
相
当
額

に
対
応
す
る
資
産
見

返
負
債
戻
入（
運
営

費
交
付
金
、補
助
金
、

物
品
受
贈
に
係
る
も

の
）
が
該
当
し
、
総

額
で
１
６
０
億
円
と
な
り
、前
年
度
に
対
し
て

５
億
円（
対
前
年
度
比
‥
約
３
％
）増
加
し
て

い
ま
す
。
増
加
の
主
な
要
因
は
、運
営
費
交
付

金
が
１
％
の
効
率
化
係
数（
運
営
費
交
付
金

を
充
当
し
て
行
う
業
務
に
つ
い
て
毎
年
１
％

の
業
務
の
効
率
化
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。
）及

び
２
％
の
経
営
改
善
係
数（
附
属
病
院
運
営

費
交
付
金
を
受
け
る
附
属
病
院
に
つ
い
て
は
、

平
成
１７
年
度
以
降
に
平
成
１６
年
度
病
院
収
入

予
算
額
の
２
％
に
相
当
す
る
額
が
毎
年
度
運

営
費
交
付
金
か
ら
減
額
さ
れ
、経
営
の
効
率

化
を
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
）に
よ
り
合
わ
せ

て
３．５
億
円
減
少
し
た
の
に
対
し
、退
職
給
付

費
用
相
当
額
に
対
応
す
る
収
益
額
の
増
、医

学
部
の
建
物
改
修
に
伴
う
施
設
整
備
費
補
助

金
の
増
、競
争
的
資
金
で
あ
る
補
助
金
の
獲
得

に
よ
る
増
な
ど
で
６
億
円
増
加
し
た
た
め
で

す
。 

　
自
己
収
入
は
、学
生
納
付
金（
授
業
料
、入

学
金
、検
定
料
収
益
）、附
属
病
院
収
益
、資
産

見
返
負
債
戻
入（
授
業
料
に
係
る
も
の
）、財

務
収
益
、雑
益
が
該
当
し
ま
す
が
、総
額
で
１

９
１
億
円
で
あ
り
、前
年
度
に
対
し
て
１
億
円

（
対
前
年
度
比
‥
約
１
％
）増
加
し
て
い
ま
す
。

増
加
の
主
な
要
因
は
、財
産
貸
付
料
、科
学
研

究
費
の
間
接
経
費
が
増
加
し
た
た
め
で
す
。 

　
外
部
資
金
は
、受
託
研
究
等
収
益
、受
託
事

業
等
収
益
、寄
附
金
収
益
、資
産
見
返
負
債
戻

入（
寄
附
金
に
係
る
も
の
）が
該
当
し
、総
額

で
２
７
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
受
託
研
究
、

受
託
事
業
の
契
約
件
数
の
増
加
に
よ
り
、前

年
度
に
対
し
て
３
億
円（
対
前
年
度
比
‥
約

１４
％
）増
加
し
て
い
ま
す
。 

 

●
経
常
利
益
、当
期
純
利
益
及
び 

　
　
当
期
総
利
益 

　
経
常
収
益
か
ら
経
常
費
用
を
差
し
引
い
た

経
常
利
益
は
２
０
億
円
で
あ
り
、前
年
度
に
対

し
て
１
３
億
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
増
加
の
主

な
要
因
は
、附
属
病
院
に
お
け
る
診
療
収
入

の
増
加
、及
び
効
率
的
な
業
務
の
実
施
に
伴

う
経
費
の
節
減
な
ど
経
営
努
力
に
よ
る
も
の

で
す
。セ
グ
メ
ン
ト
別
の
経
常
利
益
内
訳
は
附

属
病
院
で
１
０
億
円
、学
部
等
で
１
０
億
円
で

す
。 

　
経
常
利
益
に
訴
訟
費
用
な
ど
臨
時
損
益
を

加
減
し
て
当
期
純
利
益
を
計
算
し
て
い
ま
す
。 

当
期
純
利
益
に
目
的
積
立
金
取
崩
額（
前
期

ま
で
に
積
み
立
て
た
目
的
積
立
金
の
目
的
使

用
に
よ
る
取
崩
額
）を
加
算
し
当
期
総
利
益

を
計
算
し
て
い
ま
す
。 

 

(3)
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書 

     

（
表
３ 

キ
ャ
ッ
シ
ュ・
フ
ロ
ー
計
算
書
の
要
旨 

参
照
） 

　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
は
、一
会
計

期
間
に
お
け
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
情

報
を
「
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
」
、「
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
」、「
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ・

フ
ロ
ー
」
の
３
つ
に
区
分
し
て
表
示
し
た

も
の
で
、簡
単
に
い
え
ば
、一
会
計
期
間
の

「
お
金
の
出
入
り
」
を
表
し
ま
す
。（
こ
こ

で
言
う「
お
金
」
と
は
、手
元
現
金
と
普
通

預
金
を
言
い
ま
す
。
企
業
会
計
に
お
け
る

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
の
資
金
の
範

囲
と
は
、規
則
上
異
な
り
ま
す
。
） 

　
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
は

６
１
億
円
、投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
は
△
７
０
億
円
、財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ

ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
は
△
２
７
億
円
で
、資
金
期
末

残
高
は
４
８
億
円
で
あ
り
、前
年
度
に
対
し
て

３
６
億
円（
対
前
年
度
比
‥
約
４３
％
）減
少
し

て
い
ま
す
。
減
少
の
主
な
要
因
は
、定
期
預
金

の
取
得
の
た
め
で
す
。 

　
な
お
、貸
借
対
照
表
の
「
現
金
及
び
預
金
」

に
は
手
元
現
金
及
び
普
通
預
金
の
他
に
定
期

預
金
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。 

徳
島
大
学
の 

平
成
１８
事
業
年
度
決
算
の 

概
要
に
つ
い
て 
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固定資産 
 有形固定資産 
 　土地 
 　建物構築物 
 　機械工具器具備品運搬具 
 　図書 
 　その他 
 無形固定資産 
 投資その他の資産 
 　投資有価証券 
 
流動資産 
 　現金及び預金 
 　未収金 
 　有価証券 
 　医薬品及び診療材料 
 　その他 
            資産合計 

固定負債 
 資産見返負債 
 長期借入金 
 その他 
 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 寄附金債務 
 １年以内返済予定借入金 
 未払金 
 その他 
             負債合計 
 
資本金 
資本剰余金 
利益剰余金 
             資本合計  
       負債及び資本合計 

△１，１９４ 
△２１９ 
０ 

△８３３ 
△３６４ 
０ 

９７８ 
２８ 

△１，００３ 
△１，００３ 

 
２，９５７ 
１，９２９ 
４８ 

１，０００ 
△２８ 
８ 

１，７６３ 

△３５４ 
４５ 

△１，６８１ 
１，２８２ 

 
４８６ 
３０５ 
△２３８ 
１６１ 
５９１ 
△３３３ 
１３２ 
 
０ 

△３０９ 
１，９４０ 
１，６３１ 
１，７６３ 

表１ 貸借対照表の要旨（平成１９年３月３１日現在）  
※参考までに１７年度分と増減額も記載　　           　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円） 

増（△）減 
１８-１７年度 

増（△）減 
１８-１７年度 １７年度 １８年度 １７年度 １８年度 

資産の部 負債及び資本の部 

科　目 金　額 科　目 金　額 

３２，４５６ 
５，９０８ 
２４，９５６ 
１，５９２ 

 
１４，０９５ 
１，７５４ 
４，３０６ 
２，５１７ 
４，８９５ 
６２３ 

４６，５５１ 
 

４６，７４５ 
４，２８０ 
３，３７８ 
５４，４０３ 
１００，９５４ 

８５，６７３ 
８３，５９０ 
４４，８６４ 
２６，６６１ 
  ８，１７９ 
２，８５５ 
１，０３１ 
７６ 

２，００７ 
　　２，００７ 

 
１５，２８１ 
１１，３０９ 
２，５８９ 
１，０００ 
３６７ 
１６ 

１００，９５４ 

３２，８１０ 
５，８６３ 
２６，６３７ 
３１０ 
 

１３，６０９ 
１，４４９ 
４，５４４ 
２，３５６ 
４，３０４ 
９５６ 

４６，４１９ 
 

４６，７４５ 
４，５８９ 
１，４３８ 
５２，７７２ 
９９，１９１ 

８６，８６７ 
８３，８０９ 
４４，８６４ 
２７，４９４ 
  ８，５４３ 
２，８５５ 
５３ 
４８ 

３，０１０ 
　　３，０１０ 

 
１２，３２４ 
９，３８０ 
２，５４１ 
０ 

３９５ 
８ 

９９，１９１ 

科　目  金　額 
 １８年度    １７年度 

経常費用 
 業務費 
 　教育経費 
 　研究経費 
 　診療経費 
 　教育研究支援経費 
 　受託研究費、受託事業費 
 　人件費 
 一般管理費 
 財務費用 
 雑損 
経常収益 
 運営費交付金収益 
 授業料、入学金、検定料収益 
 附属病院収益 
 受託研究、受託事業等収益 
 施設費収益 
 補助金等収益 
 寄附金収益 
 資産見返負債戻入 
 財務収益 
 雑益 
経常利益 
 
臨時損失 
臨時利益 
 
当期純利益 
目的積立金取崩額 
当期総利益 

３５，７７７ 
３４，２６８ 
１，７５３ 
１，９５８ 
１０，３６５ 
２２９ 
１，５４５ 
１８，４１８ 
９２９ 
５８０ 
ー 

３７，７８２ 
１５，０２０ 
４，４８４ 
１４，１１２ 
１，５９３ 
１０７ 
２０７ 
９４３ 
１，０１４ 
１０ 
２９２ 
２，００５ 

 
８４ 
６５ 
 

１，９８６ 
２１ 

２，００７ 

△３６７ 
８４ 
２００ 
１９７ 
△３１２ 
２ 

１４１ 
△１４４ 
△３９７ 
△５４ 

　　　　０ 
９３８ 
６０６ 
△２０６ 
△５ 
１７０ 
△４ 

　　　１５６ 
７８ 
２５ 
１０ 
１０８ 
１，３０５ 

 
６７ 
５９ 
 

１，２９７ 
１６ 

１，３１３ 
 

表２ 損益計算書の要旨（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
※参考までに１７年度分と増減額も記載      　　　         （単位：百万円） 

増（△）減 
１８-１７年度 

３６，１４４ 
３４，１８４ 
１，５５３ 
１，７６１ 
１０，６７７ 
２２７ 
１，４０４ 
１８，５６２ 
１，３２６ 
６３４ 
ー 

３６，８４４ 
１４，４１４ 
４，６９０ 
１４，１１７ 
１，４２３ 
１１１ 
５１ 
８６５ 
９８９ 
０ 

１８４ 
７００ 
 

１７ 
６ 
 

６８９ 
５ 

６９４ 

表３ キャッシュ・フロー計算書の要旨 
（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） ※参考までに１７年度分と増減額も記載  　　　　　（単位：百万円）  

業務活動によるキャッシュ・フロー 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
資金増加額 
資金期首残高 
資金期末残高 

６，０８３ 
△６，９９１ 
△２，６６３ 
△３，５７１ 
８，３４９ 
４，７７８ 

７，０７２ 
△３，３０９ 
△３，３２０ 
４４３ 
７，９０６ 
８，３４９ 

△９８９ 
△３，６８２ 
６５７ 

△４，０１４ 
４４３ 

△３，５７１ 

区　　　分 
１８年 度  １７ 年 度  １８-１７年度 

金 　 額  増（△）減 



■常勤職員の給与 

平成１8年度の年間給与額（平均） 

　　　　区　　分 人　員 平均年齢 
総　額

     

    
うち所定内

  うち通勤手当  
うち賞与 (人) (歳)

常勤職員 1,485 44.7 6,997 5,052 48 1,945 
 
　事務・技術 337 44.1 5,751 4,177 61 1,574 
 
　教育職種(大学教員） 752 47.0 8,449 6,076 40 2,373 
 
　医療職種(病院看護師） 293 39.3 5,143 3,741 51 1,402 
 
　医療職種(医療技術職員） 86 44.8 5,817 4,215 60 1,602 
 
　その他医療職種(看護師） 2 
　 
　その他医療職種

 1 　　　　　(医療技術職員）
 

　技能・労務職種 14 51.8 5,198 3,790 46 1,408

●注： その他医療職種（看護師）及び（医療技術職員）については、該当者が２名以下であるため、 
 　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していません。 

(千円)

  

は
じ
め
に 

 

　
国
立
大
学
法
人
の
役
職
員
の
給
与
等

に
つ
い
て
は
、国
家
公
務
員
や
民
間
企
業

の
給
与
、法
人
の
業
務
の
実
績
を
考
慮
し
、

社
会
一
般
の
情
勢
に
適
合
し
た
も
の
と
な

る
よ
う
、各
法
人
が
そ
れ
ぞ
れ
支
給
の
基

準
を
定
め
、総
務
省
の
定
め
る
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
基
づ
き
公
表
を
行
う
こ
と
と
な
っ

て
お
り
、本
学
も
そ
の
趣
旨
に
沿
っ
て
、ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
は
既
に
公
表
を
行

っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、本
誌
に
お
い
て

も
そ
の
概
要
を
公
表
す
る
も
の
で
す
。 

 

公
表
概
要 

 

　
今
回
、本
誌
で
公
表
す
る
内
容
は
、平

成
１８
年
度
に
支
給
し
た
役
員
及
び
常
勤

職
員
の
給
与
支
給
状
況
、常
勤
職
員
の
給

与
水
準
は
、ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
を
用
い

て
国
家
公
務
員
等
の
給
与
水
準
と
比
較

し
た
結
果
、ま
た
、総
人
件
費
に
つ
い
て
示

し
ま
す
。 

　
な
お
、詳
し
く
は
徳
島
大
学
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
の
「
情
報
公
開
」
↓
「
情
報
提
供
」
↓

「
国
立
大
学
法
人
徳
島
大
学
の
役
職
員
の

報
酬
・
給
与
等
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
公
表

を
行
っ
て
お
り
ま
す
。 

徳
島
大
学
役
職
員
の
報
酬
・
給
与
等
の 

水
準
の
公
表
に
つ
い
て 
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表４ 国立大学法人等業務実施コスト計算書の要旨 
（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）　 
※参考までに１７年度分と増減額も記載     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円） 

業務費用 
 損益計算書上の費用 
  業務費 
  一般管理費 
  財務費用 
  雑損 
  臨時損失 
 自己収入等（控除） 
  授業料、入学料、検定料収益 
  附属病院収益 
  受託研究、受託事業等収益 
  寄附金収益 
  資産見返負債戻入※ 
  財務収益 
  雑益 
損益外減価償却費相当額 
引当外退職給付見積額 
機会費用 
国立大学法人等業務実施コスト 

１４，２５３ 
３５，８６１ 
３４，２６８ 
９２９ 
５８０ 
０ 
８４ 

△２１，６０８ 
△４，４８４ 
△１４，１１２ 
△１，５９２ 
△９４３ 
△１７５ 
△１０ 
△２９２ 
１，０９０ 
△２７４ 
８９９ 

１５，９６８ 

１４，８４８ 
３６，１６１ 
３４，１８４ 
１，３２６ 
６３４ 
０ 
１７ 

△２１，３１３ 
△４，６９０ 
△１４，１１７ 
△１，４２３ 
△８６５ 
△８６ 
ー 

△１３２ 
１，６１９ 
△１，８２１ 
１，０１４ 
１５，６６０ 

△５９５ 
△３００ 
８４ 

△３９７ 
△５４ 
０ 
６７ 

△２９５ 
２０６ 
５ 

△１６９ 
△７８ 
△８９ 
△１０ 
△１６０ 
△５２９ 
１，５４７ 
△１１５ 
３０８ 

１８年 度  １７ 年 度  １８-１７年度 
区　　　分 

金 　 額  増（△）減 

注）運営費交付金による物品購入、国からの受贈物品により生じた資産見返負債からの戻し入れは含まないので、損
益計算書の資産見返負債戻入と金額が異なります。 

表５ 決算報告書の要旨（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
※参考までに１７年度分と増減額も記載　　　　　　　　　　　　　                        　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円） 

収入 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 補助金等収入 
 国立大学財務・経営センター施設費交付金 
 自己収入 
  授業料、入学料及び検定料収入 
  附属病院収入 
  雑収入 
 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
 長期借入金収入 
 承継剰余金 
 目的積立金取崩 
   計 
 
支出 
 業務費 
  教育研究経費 
  診療経費 
 一般管理費 
 施設整備費 
 補助金等 
 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
 長期借入金償還金 
   計 
 
収入－支出 

 
１５，５０９ 
９８０ 
ー 
４５ 

１７，４９９ 
４，６２７ 
１２，７７４ 

９８ 
１，８００ 
８３６ 
ー 
ー 

３６，６６９ 
 
 

２８，７６３ 
１６，７１２ 
１２，０５１ 
１，３３６ 
１，８６１ 
ー 

１，８００ 
２，９０９ 
３６，６６９ 

 
０ 

 
１５，５０９ 
１，０２２ 
２４３ 
４５ 

１８，８０２ 
４，４６０ 
１４，０３９ 
３０３ 
２，４４０ 
８３６ 
６５ 
１８２ 

３９，１４４ 
 
 

２８，４１０ 
１５，６９０ 
１２，７２０ 
１，４７６ 
１，９０３ 
２４３ 
２，６５４ 
２，９１９ 
３７，６０５ 

 
１，５３９ 

 
 
 
 

 
０ 
４２ 
２４３ 
０ 

１，３０３ 
△ １６７ 
１，２６５ 
２０５ 
６４０ 
０ 
６５ 
１８２ 
２，４７５ 

 
 

△ ３５３ 
△ １，０２２ 

６６９ 
１４０ 
４２ 
２４３ 
８５４ 
１０ 
９３６ 
 

１，５３９ 

予 算 額  決 算 額  （決算-予算） 
区　　　分 

金 　 額  差　額 

法人の長 18,678 13,296 5,382  

理事(5人） 72,080 50,784 20,557  1名 1名 

監事(1人） 11,048 7,848 3,176  

監事(非常勤)(1人) 1,440 1,440    

■役員給与 

　役　　名 

平成１8年度年間報酬等の総額                                      (千円 ) 
 

就任・退任の状況 

報酬(給与) 賞　与 その他（内容） 就　任 退　任 
 

(3月31日)(4月1日)
175  
564  

24 

（通勤手当） 
（単身赴任手当） 

（通勤手当） 

■総人件費について 

給与、報酬等支給総額(A) 

退職手当支給額(B) 

非常勤役職員等給与(C) 

福利厚生費(D) 

最広義人件費(A+B+C+D)

１３，０８７，１４３ 

１，７１８，７５８ 

２，５１６，９６２ 

１，９１０，７４８ 

１９，２３３，６１１ 

 

１３，３７１，６１２ 

１，４５７，６６７ 

２，２４７，５８７ 

１，９１０，９９３ 

１８，９８７，８５９ 

 

△２８４，４６９  （△２．１） 

２６１，０９１   （１７．９） 

２６９，３７５   （１２．０） 

 △２４５     （０．０） 

２４５，７５２     （１．３） 

 

△２８８，８８４  （△２．２） 

６４７，４７７   （６０．４） 

２９０，６１３   （１３．１） 

３１，１５３    （１．７） 

６８０，３５９    （３．７） 

 

比較増△減(%)区　　　分 
当年度 前年度 （平成16年度)からの 

増△減(%)（平成１８年度） （平成１７年度） 

（単位:千円） 

■職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標 
 

事務・技術職員   教育職員（大学教員） 

対国家公務員（行政職（一）） 83.4  対国家公務員（平成15年度の教育職（一）） 95.0 

対他の国立大学法人等 96.2  対他の国立大学法人等   94.4 

 

医療職員（病院看護師） 

対国家公務員（医療職（三）） 93.3 

対他の国立大学法人等 95.9

※1

※1： 参考指標（教育職員（大学教員）と平成１５年度の 
　国の教育職（一）との比較） 

ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
は
△
２
７
億
円
で
、資
金
期
末

残
高
は
４
８
億
円
で
あ
り
、前
年
度
に
対
し
て

３
６
億
円（
対
前
年
度
比
‥
約
４３
％
）減
少
し

て
い
ま
す
。
減
少
の
主
な
要
因
は
、定
期
預
金

の
取
得
の
た
め
で
す
。 

　
な
お
、貸
借
対
照
表
の「
現
金
及
び
預
金
」

に
は
手
元
現
金
及
び
普
通
預
金
の
他
に
定
期

預
金
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。 

 

(4)
国
立
大
学
法
人
等 

　 

　
業
務
実
施
コ
ス
ト
計
算
書 

（
表
４ 

国
立
大
学
法
人
等
業
務
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
の
要
旨 

参
照
） 

 

国
立
大
学
法
人
等
業
務
実
施
コ
ス
ト
計
算

書
は
、徳
島
大
学
の
業
務
運
営
に
関
し
て
最

終
的
に
国
民
の
負
担
と
な
る
べ
き
現
在
及
び

将
来
の
コ
ス
ト
を
表
し
ま
す
。
こ
の
計
算
書

に
記
載
す
る
事
項
は
国
立
大
学
法
人
会
計

基
準
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

　
国
民
の
負
担
と
な
る
実
質
的
な
コ
ス
ト
は

１
６
０
億
円
で
あ
り
、前
年
度
に
対
し
て
３

億
円
（
対
前
年
度
比
‥
約
２
％
）
増
加
し
て

い
ま
す
。こ
の
額
は
、業
務
費
用（
損
益
計
算

書
を
基
礎
と
し
つ
つ
、納
税
者
で
あ
る
国
民

の
負
担
と
は
な
ら
な
い
自
己
収
入
等
を
控
除
）

に
損
益
計
算
書
に
計
上
さ
れ
な
い
３
つ
の
コ

ス
ト（
①
損
益
計
算
を
通
じ
な
い
場
合
の
減

価
償
却
相
当
額
、②
引
当
金
を
計
上
し
な
い

場
合
の
退
職
給
付
増
加
見
積
額
、③
機
会
費

用
）
を
加
減
し
て
計
算
し
た
も
の
で
す
。
増

加
の
主
な
要
因
は
、業
務
費
用
が
６
億
円
減

少
し
、損
益
計
算
を
通
じ
な
い
場
合
の
減
価

償
却
相
当
額
が
５
億
円
減
少
し
、機
会
費
用

が
１
億
円
減
少
し
た
の
に
対
し
、引
当
金
を

計
上
し
な
い
場
合
の
退
職
給
付
増
加
見
積

額
が
１
５
億
円
増
加
し
た
た
め
で
す
。 

 

(5)
決
算
報
告
書
（
表
５ 

決
算
報
告
書
の
要
旨 

参
照
） 

　
決
算
報
告
書
は
、予
算
の
区
分
で
作
成
し
、

予
算
計
画
と
対
比
し
て
執
行
状
況
を
表
す

書
類
で
あ
り
、基
本
的
に
現
金
主
義
で
作
成

し
て
い
ま
す
。 

　
収
入
か
ら
支
出
を
差
し
引
い
た
余
剰
額

１
５
億
円
の
主
な
要
因
は
、運
営
費
交
付
金

対
象
事
業（
運
営
費
交
付
金
及
び
自
己
収
入
）

に
よ
る
も
の
で
す
。 

　
運
営
費
交
付
金
対
象
事
業
に
余
剰
額
が

生
じ
た
理
由
は
、収
入
に
お
い
て
は
附
属
病

院
の
診
療
収
入
が
１
３
億
円
増
加
し
た
た

め
で
す
。一
方
支
出
に
お
い
て
は
、業
務
費
及

び
一
般
管
理
費
で
２
億
円
の
余
剰
が
生
じ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
附
属
病
院
の
診
療
収
入
の

増
に
伴
う
診
療
経
費
が
７
億
円
増
加
及
び
一

般
管
理
費
が
１
億
円
増
加
し
た
の
に
対
し
、

教
育
研
究
経
費
が
１
０
億
円（
退
職
金
の
不

要
額
３
億
円
含
む
）減
少
し
た
た
め
で
す
。 

　
な
お
、文
部
科
学
省
の
実
施
す
る
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
採
択
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
補
助
金

等
収
入
や
産
学
連
携
等
研
究
収
入
及
び
寄

附
金
収
入
等
も
増
収
に
大
き
く
寄
与
し
て

い
ま
す
が
、そ
の
分
支
出
も
伴
っ
て
い
る
た

め
余
剰
額
を
構
成
す
る
要
素
と
は
な
っ
て
い

ま
せ
ん
。 

 

お
わ
り
に 

 

　
平
成
１８
事
業
年
度
の
徳
島
大
学
は
、利

益
を
計
上
し
て
い
ま
す
が
、競
争
的
資
金
の

獲
得
に
伴
う
研
究
関
連
収
入
の
大
幅
な
増

加
、病
院
収
入
そ
の
他
の
業
務
収
入
の
増
加
、

業
務
の
効
率
的
な
実
施
に
よ
る
経
費
の
削

減
な
ど
、経
営
努
力
に
よ
る
利
益
の
ほ
か
に
、

国
立
大
学
法
人
に
お
け
る
固
有
の
会
計
処

理
に
よ
る
非
資
金
的
項
目
も
含
ま
れ
て
お

り
ま
す
。
本
学
の
経
営
努
力
に
よ
っ
て
生
じ

た
利
益
に
つ
い
て
は
、目
的
積
立
金
と
し
て

文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
後
、
中

期
計
画
を
踏
ま
え
な
が
ら
効
率
的
な
活
用

を
図
っ
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

　
一
方
で
、徳
島
大
学
の
財
政
基
盤
の
多
く

は
運
営
費
交
付
金
等
の
国
か
ら
の
補
助
で

支
え
ら
れ
て
い
ま
す
が
、法
人
化
翌
年
の
平

成
１７
年
度
か
ら
１
％
の
効
率
化
係
数
や
２

％
の
経
営
改
善
係
数
が
か
か
り
、本
学
の
場

合
、
３．５
億
円
が
毎
年
減
額
さ
れ
続
け
て
い
ま

す
。
こ
の
こ
と
は
中
期
計
画
期
間
（
平
成
１６

年
度
〜
平
成
２１
年
度
の
６
年
間
）中
の
財
政

基
盤
が
毎
年
苦
し
く
な
る
こ
と
を
意
味
し

て
い
ま
す
。 

　
こ
の
よ
う
な
厳
し
い
財
政
状
況
で
あ
り

ま
す
が
、本
学
は「
知
を
創
り
、地
域
に
生
き
、

世
界
に
羽
ば
た
く
徳
島
大
学
」
と
し
て
、教

育
・
研
究
・
社
会
貢
献
及
び
診
療
の
各
分
野

に
わ
た
り
、そ
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
不

断
の
見
直
し
・
改
善
を
今
後
と
も
進
め
て
参

る
所
存
で
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、今
後
と
も
ご

指
導
、ご
支
援
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し

ま
す
。 

（　　　　） 

（　　　　） 


